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(54)【発明の名称】排熱回収ボイラー

(57)【 特許 請求の範囲】

【請 求項 １】

  底面 上に ドレン水を貯留可能な内部空間を区画形成する中空筒状のボイラー本体と、

  前記 ボイ ラー本体内に排ガスを導入する導入口と、

  前記 ボイ ラー本体内に設けられ、前記排ガスと熱交換する熱媒が流れる熱交換器と、

  前記 ボイ ラー本体における前記底面よりも上方且つ前記熱交換器よりも下方に接続され

て前 記ボ イラー本体内から前記排ガスを排出する排出口と、

  前記 ボイ ラー本体における前記底面よりも上方かつ前記排出口よりも下方の高さ位置に

設け られ て、前記底面上に貯留されたドレン水を排出するドレン水排出口と、

前記 ボイ ラー本体の前記底面上に設けられ、前記底面上に貯留されたドレン水の液面より

も上 方に 突出する凸部と、

を備 える 排熱回収ボイラー。

【請 求項 ２】

  第一 端が 前記ボイラー本体の外部から前記底面に接続されて、第二端が前記排ガスの流

通経 路に 接続された連通管と、

  前記 連通 管に設けられて、前記第一端から前記第二端に向かって前記ドレン水を圧送可

能な ポン プと、

をさ らに 備える請求項１に記載の排熱回収ボイラー。

【請 求項 ３】

  前記 ボイ ラー本体の前記底面上に貯留されたドレン水の液面の位置を検出する液面セン

10

20

JP  7129214  B2  2022.9.1



サと 、

  前記 液面 センサで前記液面の位置が予め定められた上限位置に到達したことを検出した

とき に、 前記ポンプを作動させるコントローラーと、

をさ らに 備える請求項２に記載の排熱回収ボイラー。

【請 求項 ４】

  前記 連通 管の前記第二端は、前記排出口から延びる排気管に接続されている、

請求 項２ 又は３に記載の排熱回収ボイラー。

【請 求項 ５】

  前記 連通 管は、前記ドレン水を吐出する孔を複数有したノズル部を、前記第二端に備え

てい る、

  請求 項２ から４の何れか一項に記載の排熱回収ボイラー。

【請 求項 ６】

  底面 上に ドレン水を貯留可能な内部空間を区画形成する中空筒状のボイラー本体と、

  前記 ボイ ラー本体内に排ガスを導入する導入口と、

  前記 ボイ ラー本体内に設けられ、前記排ガスと熱交換する熱媒が流れる熱交換器と、

  前記 ボイ ラー本体における前記底面よりも上方且つ前記熱交換器よりも下方に接続され

て前 記ボ イラー本体内から前記排ガスを排出する排出口と、

  第一 端が 前記ボイラー本体の外部から前記底面に接続され、第二端が前記排ガスの流通

経路 に接 続された連通管と、

  前記 連通 管に設けられて、前記第一端から前記第二端に向かって前記ドレン水を圧送可

能な ポン プと、

  前記 ボイ ラー本体の前記底面上に貯留されたドレン水の液面の位置を検出する液面セン

サと 、

  前記 液面 センサで前記液面の位置が前記排出口の位置よりも低い予め定められた上限位

置に 到達 したことを検出したときに、前記ポンプを作動させるコントローラーと、

  前記 ボイ ラー本体の前記底面上に設けられ、前記底面上に貯留された前記ドレン水の液

面よ りも 上方に突出する凸部と、

を備 える 排熱回収ボイラー。

【発 明の 詳細な説明】

【技 術分 野】

【０ ００ １】

  この 発明 は、排熱回収ボイラーに関する。

【背 景技 術】

【０ ００ ２】

  ガス を燃 焼させてエネルギーを取り出す各種装置において、排出された排ガスの排熱を

回収 する 排熱回収ボイラーを用いることがある。一例として、ガスを燃料として駆動され

るガ スエ ンジンの排ガス流路中に排熱回収ボイラーを設けるコジェネレーションシステム

が知 られ ている。

  特許 文献 １には、燃焼排ガスが流通する流路に伝熱管を設け、燃焼排ガスの熱エネルギ

ー（ 排熱 ）を、伝熱管を通る水で回収する構成が開示されている。

【先 行技 術文献】

【特 許文 献】

【０ ００ ３】

【特 許文 献１】特開２０１３－１０４６４３号公報

【発 明の 概要】

【発 明が 解決しようとする課題】

【０ ００ ４】

  とこ ろで 、上記特許文献１のような排熱回収ボイラーにおいては、例えば、排熱回収ボ

イラ ーの 起動時や停止時に、伝熱管の表面温度が低いと、排ガス中に含まれる水蒸気が伝

熱管 の外 表面と接触して凝縮する場合がある。凝縮した水分はドレン水となり、排熱回収
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ボイ ラー の底部に貯留される。このように排気ガス中の水蒸気が凝縮したドレン水は、酸

性度 が高 く（例えばｐＨ２～４）、排熱回収ボイラーから排出するに際しては中和処理が

必要 とな る場合が多い。そのため、中和処理槽等の設備が必要となり、設備の設置や中和

処理 に手 間やコストが掛かるという課題がある。

  この 発明 は、上記事情に鑑みてなされたものであり、ドレン水の排熱回収ボイラー外へ

の排 出量 を抑え、中和処理に要する手間やコストを抑えることができる排熱回収ボイラー

を提 供す ることを目的とする。

【課 題を 解決するための手段】

【０ ００ ５】

  この 発明 は、上記課題を解決するため、以下の手段を採用する。

  この 発明 の第一態様によれば、排熱回収ボイラーは、底面上にドレン水を貯留可能な内

部空 間を 区画形成する 中空筒状の ボイラー本体と、前記ボイラー本体内に排ガスを導入す

る導 入口 と、前記ボイラー本体内に設けられ、前記排ガスと熱交換する熱媒が流れる熱交

換器 と、 前記ボイラー本体における前記底面よりも上方且つ前記熱交換器よりも下方に接

続さ れて 前記ボイラー本体内から前記排ガスを排出する排出口と、前記ボイラー本体にお

ける 前記 底面よりも上方かつ前記排出口よりも下方の高さ位置に設けられて、前記底面上

に貯 留さ れたドレン水を排出するドレン水排出口と、前記ボイラー本体の前記底面上に設

けら れ、 前記底面上に貯留されたドレン水の液面よりも上方に突出する凸部と、を備える

。

【０ ００ ６】

  この よう に構成することで、ボイラー本体内で生じたドレン水は、ボイラー本体の底面

上に 、ド レン水排出口よりも下方の高さ位置までの範囲内で貯留される。貯留されたドレ

ン水 は、 導入口からボイラー本体内に導入される排ガスの熱によって蒸発し、排ガスとと

もに 排出 口から排出される。したがって、ドレン水の排熱回収ボイラー外への排出量を抑

える こと ができる。これにより、排熱回収ボイラー外に排出するドレン水の中和処理に手

間や コス トが掛かることを抑制できる。また、ボイラー本体の底面上に貯留されたドレン

水の 液面 が、ドレン水排出口の位置にまで達してしまった場合には、ドレン水排出口の位

置を 超え た分のドレン水はドレン水排出口からボイラー本体外に排出される。

【０ ００ ７】

  この 発明 の第二態様によれば、第一態様に係る排熱回収ボイラーは、第一端が前記ボイ

ラー 本体 の外部から前記底面に接続されて、第二端が前記排ガスの流通経路に接続された

連通 管と 、前記連通管に設けられて、前記第一端から前記第二端に向かって前記ドレン水

を圧 送可 能なポンプと、をさらに備えるようにしてもよい。

  この よう に構成することで、ボイラー本体の底面上に溜まったドレン水を、ポンプによ

って 連通 管の第一端から第二端に向けて送り、排ガスの流通経路内に吐出することができ

る。 吐出 されたドレン水は、流通経路内を流れる排ガス中で蒸発し、排ガスとともに排出

口か ら排 出される。したがって、ドレン水の排熱回収ボイラー外への排出量をさらに有効

に抑 え、 排熱回収ボイラー外に排出するドレン水の中和処理に手間やコストが掛かること

を抑 制で きる。

【０ ００ ８】

  この 発明 の第三態様によれば、第二態様に係る排熱回収ボイラーは、前記ボイラー本体

の前 記底 面上に貯留されたドレン水の液面の位置を検出する液面センサと、前記液面セン

サで 前記 液面の位置が予め定められた上限位置に到達したことを検出したときに、前記ポ

ンプ を作 動させるコントローラーと、をさらに備える。

  この よう に構成することで、液面センサでドレン水の液面の位置が予め定められた上限

位置 に到 達したことを検出した場合に、コントローラーでポンプを作動させてドレン水を

排ガ スの 流通経路内に吐出することができる。これにより、ドレン水がボイラー本体内に

過度 に溜 まることを抑制できる。

【０ ００ ９】

  この 発明 の第四態様によれば、第二又は第三態様に係る前記連通管は、前記排出口から
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延び る排 気管に接続されているようにしてもよい。

  この よう に構成することで、ボイラー本体の底面状に溜まったドレン水を、連通管を通

して 排出 管内に吐出することができる。これにより、吐出されたドレン水は、排出管内を

流れ る排 ガス中で蒸発し、排ガスとともに排出される。したがって、ドレン水の排熱回収

ボイ ラー 外への排出量をさらに有効に抑え、排熱回収ボイラー外に排出するドレン水の中

和処 理に 手間やコストが掛かることを抑制できる。

【０ ０１ ０】

  この 発明 の第五態様によれば、第二から第四態様の何れか一つの態様に係る連通管は、

前記 ドレ ン水を吐出する孔を複数有したノズル部を前記第二端に備えていてもよい。

  この よう に構成することで、ドレン水は、ノズル部を通して連通管の第二端から排ガス

の流 通経 路内に吐出される。これにより、吐出されたドレン水は、流通経路内を流れる排

ガス と接 触する面積を大きくすることができ、効率良く蒸発させることができる。したが

って 、ド レン水の排熱回収ボイラー外への排出量をさらに有効に抑え、排熱回収ボイラー

外に 排出 するドレン水の中和処理に手間やコストが掛かることを抑制できる。

【０ ０１ １】

  この 発明 の第六態様によれば、排熱回収ボイラーは、底面上にドレン水を貯留可能な内

部空 間を 区画形成する 中空筒状の ボイラー本体と、前記ボイラー本体内に排ガスを導入す

る導 入口 と、前記ボイラー本体内に設けられ、前記排ガスと熱交換する熱媒が流れる熱交

換器 と、 前記ボイラー本体における前記底面よりも上方且つ前記熱交換器よりも下方に接

続さ れて 前記ボイラー本体内から前記排ガスを排出する排出口と、第一端が前記ボイラー

本体 の外 部から前記底面に接続され、第二端が前記排ガスの流通経路に接続された連通管

と、 前記 連通管に設けられて、前記第一端から前記第二端に向かって前記ドレン水を圧送

可能 なポ ンプと、前記ボイラー本体の前記底面上に貯留されたドレン水の液面の位置を検

出す る液 面センサと、前記液面センサで前記液面の位置が前記排出口の位置よりも低い予

め定 めら れた上限位置に到達したことを検出したときに、前記ポンプを作動させるコント

ロー ラー と、前記ボイラー本体の前記底面上に設けられ、前記底面上に貯留された前記ド

レン 水の 液面よりも上方に突出する凸部と、 を備える。

  この よう に構成することで、ポンプによって連通管の第一端から第二端に送られて排ガ

スの 流通 経路内に吐出されたドレン水は、流通経路内を流れる排ガス中で蒸発し、排ガス

とと もに 排出口から排出される。したがって、ドレン水の排熱回収ボイラー外への排出量

をさ らに 有効に抑え、排熱回収ボイラー外に排出するドレン水の中和処理に手間やコスト

が掛 かる ことを抑制できる。

【発 明の 効果】

【０ ０１ ２】

  上記 排熱 回収ボイラーによれば、ドレン水の排熱回収ボイラー外への排出量を抑え、中

和処 理に 要する手間やコストを抑えることができる。

【図 面の 簡単な説明】

【０ ０１ ３】

【図 １】 この発明の一実施形態における排熱回収ボイラーの全体構成を示す模式図である

。

【図 ２】 この発明の一実施形態の変形例における排熱回収ボイラーの全体構成を示す模式

図で ある 。

【図 ３】 この発明の一実施形態の他の変形例における排熱回収ボイラーの全体構成を示す

模式 図で ある。

【図 ４】 この発明の一実施形態のさらに他の変形例における排熱回収ボイラーの全体構成

を示 す模 式図である。

【発 明を 実施するための形態】

【０ ０１ ４】

  以下 、こ の発明の一実施形態における排熱回収ボイラーを図面に基づき説明する。

  図１ は、 この実施形態の排熱回収ボイラーの全体構成を示す模式図である。
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  図１ に示 すように、この実施形態の排熱回収ボイラー１は、ボイラー本体２と、熱交換

器３ と、 導入口４と、排出口５と、ドレン水排出口１１と、連通管２１と、ポンプ２２と

、を 主に 備えている。排熱回収ボイラー１は、ガスエンジン（図示せず）等から排出され

る排 ガス 流路の途中に設けられている。排熱回収ボイラー１は、例えば、排ガス流路の途

中に 設け られた触媒装置（図示せず）と、消音器（図示せず）との間に設けることができ

る。

【０ ０１ ５】

  ボイ ラー 本体２は、上下方向に延びる中空筒状をなしている。ボイラー本体２は、その

内部 に、 ドレン水Ｗを貯留可能な内部空間Ｓを区画形成する。ドレン水Ｗは、内部空間Ｓ

のう ち、 ボイラー本体２の底面２ｂ上に貯留される。

【０ ０１ ６】

  導入 口４ は、ガスエンジン（図示せず）等から排出される排ガスをボイラー本体２内に

導入 する 。この実施形態において、導入口４は、ボイラー本体２の上部において、ボイラ

ー本 体２ の側面２ｓに形成されている。

【０ ０１ ７】

  排出 口５ は、ボイラー本体２内から排ガスを排出する。この実施形態において、排出口

５は 、ボ イラー本体２の下部に形成されている。より具体的には、排出口５は、ボイラー

本体 ２の 底面２ｂよりも所定の寸法だけ上方のボイラー本体２の側面２ｓに形成されてい

る。

  これ によ り、ボイラー本体２内において、ボイラー本体２の上部に設けられた導入口４

から 導入 された排ガスは、下部に設けられた排出口５に向かって流れ、排出口５から排出

され る。 すなわち、この実施形態において、ボイラー本体２内において、排ガスは上方か

ら下 方に 向かって流れる。なお、ボイラー本体２における排ガスの流れ方向は、上方から

下方 に限 るものではなく、下方から上方でもよいし、横方向であってもよい。

【０ ０１ ８】

  熱交 換器 ３は、ボイラー本体２内に配置されている。熱交換器３は、内部に水等の熱媒

が流 れる 伝熱管３ｐを備えている。熱交換器３は、ボイラー本体２の内部空間Ｓを導入口

４か ら排 出口５に向かって流れる途中で伝熱管３ｐの外表面に接触する排ガスと、伝熱管

３ｐ 内を 流れる熱媒とを熱交換させる。この実施形態で例示する熱交換器３は、ボイラー

本体 ２内 で導入口４に近い側（上側）に配置された高温側熱交換器３Ｈと、排出口５に近

い側 （下 側）に配置された低温側熱交換器３Ｌとを備えている。これら高温側熱交換器３

Ｈと 、低 温側熱交換器３Ｌとは、それぞれ直列に接続されている。

【０ ０１ ９】

  ドレ ン水 排出口１１は、ボイラー本体２における底面２ｂよりも上方、かつ排出口５よ

りも 下方 の高さに形成されている。ドレン水排出口１１は、底面２ｂ上に貯留されたドレ

ン水 Ｗを 、ボイラー本体２の外部に排出可能となっている。より具体的には、ドレン水排

出口 １１ は、ドレン水Ｗの液面が、ドレン水排出口１１の高さ位置まで到達した場合に、

ドレ ン水 排出口１１の高さ位置を超える分のドレン水Ｗをボイラー本体２の外部に排出す

る。

【０ ０２ ０】

  ドレ ン水 排出口１１には、ドレン水排出管１１ｐが接続されている。この実施形態で例

示す るド レン水排出管１１ｐは、ボイラー本体２内の排ガスが外部に流出することを阻止

する Ｕシ ール部１２を備えている。このＵシール部１２には、予め水等の流体１２ｗが所

定量 注入 され、この流体１２ｗによって排ガスの流出が阻止されている。

【０ ０２ １】

  連通 管２ １の第一端２１ａは、ボイラー本体２の外部から底面２ｂに接続されている。

連通 管２ １の第二端２１ｂは、排ガスの流通経路Ｒを形成する排気管１３に接続されてい

る。 排気 管１３は、排出口５からボイラー本体２の外側に向かって延びている。この実施

形態 にお いて、連通管２１の第二端２１ｂは、排気管１３に対して連通管２１が直交する

よう に接 続されている。連通管２１には、開閉弁２３が設けられている。
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【０ ０２ ２】

  ポン プ２ ２は、連通管２１に設けられている。ポンプ２２は、第一端２１ａから第二端

２１ ｂに 向かって、ドレン水Ｗを圧送する。ポンプ２２を作動させることにより、ボイラ

ー本 体２ の底面２ｂ上に貯留されたドレン水Ｗが、連通管２１の第一端２１ａから第二端

２１ ｂに 向かって圧送され、排出口５内の排ガスの流通経路Ｒに吐出される。

  ここ で、 連通管２１の第二端２１ｂには、ドレン水Ｗを吐出する孔を複数有したノズル

部２ １ｃ が設けられている。このノズル部２１ｃにより、連通管２１の第二端２１ｂから

吐出 され るドレン水Ｗは、霧状、あるいは液滴状となって流通経路Ｒに散布される。

【０ ０２ ３】

  ボイ ラー 本体２内には、底面２ｂ上に貯留されるドレン水Ｗの液面の位置が、予め定め

た上 限位 置に到達したか否かを検出する液面センサ２４が設けられている。この液面セン

サ２ ４の 検出信号は、ポンプ２２のコントローラー２５に入力される。コントローラー２

５は 、液 面センサ２４の検出信号に基づいて、ドレン水Ｗの液面の位置が予め定めた上限

位置 に到 達したと判定された場合、開閉弁２３を開き、ポンプ２２を作動させる。

【０ ０２ ４】

  排熱 回収 ボイラー１は、ボイラー本体２の底部に、ボイラー本体２内に貯留されたドレ

ン水 Ｗを 外部に排出する排水管３０が接続されている。排水管３０は、開閉弁３１を備え

てい る。 開閉弁３１は、通常時は閉塞状態にされ、メンテナンス時等に、必要に応じて開

放操 作さ れる。

【０ ０２ ５】

  上記 した ような排熱回収ボイラー１において、ガスエンジン（図示せず）側から排出さ

れる 排ガ スは、導入口４からボイラー本体２内に送り込まれる。ボイラー本体２内に送り

込ま れた 排ガスは、下方の排出口５側に向かって流れ、熱交換器３の伝熱管３ｐの外表面

に接 触す る。これにより、伝熱管３ｐ内を流れる熱媒と熱交換を行い、熱媒（水）が加熱

され る。

【０ ０２ ６】

  通常 の運 転時（例えば、定常運転時等）においては、排ガス中に含まれる水蒸気が凝縮

して ドレ ン水Ｗが生じた場合、ドレン水Ｗは、排ガスの熱によって蒸発し、ボイラー本体

２の 底面 ２ｂ上には溜まらない。

【０ ０２ ７】

  一方 で、 排熱回収ボイラー１の起動時や運転終了時等において伝熱管内の給水の温度が

低く 伝熱 管の表面の温度が低い場合や、外気が高温多湿である場合等には、排ガス中に含

まれ る水 蒸気が伝熱管３ｐの外表面と接触して凝縮する。この凝縮したドレン水Ｗは、ボ

イラ ー本 体２の底面２ｂ上に溜まる。この場合、ボイラー本体２の底面２ｂ上に貯留され

るド レン 水Ｗは、その液面が、ドレン水排出口１１に到達するか、液面センサ２４によっ

て上 限位 置に到達したことが検出されない限り、液体でボイラー本体２の外部に排出され

ない 。こ こで、ボイラー本体２の底面２ｂ上には、排熱回収ボイラー１を起動してから運

転を 終了 させるまでの１回の運転サイクルで発生するドレン水Ｗの量を上回る量のドレン

水Ｗ を貯 留できるようになっている。

【０ ０２ ８】

  ボイ ラー 本体２の底面２ｂ上に貯留されたドレン水Ｗは、ボイラー本体２内で排ガスに

曝さ れて いる。これにより、排熱回収ボイラー１の起動後、時間が経過して排ガス温度が

上昇 する と、ボイラー本体２の底面２ｂ上に貯留されたドレン水Ｗは蒸発し、排ガスとと

もに 排出 口５からボイラー本体２の外部へ排出される。

【０ ０２ ９】

  また 、何 らかの原因により、ボイラー本体２の底面２ｂ上に貯留されるドレン水Ｗの液

面が 、ド レン水排出口１１の位置まで到達した場合、ドレン水Ｗはオーバーフローし、ド

レン 水排 出口１１を介してボイラー本体２の外部に排出される。排出されたドレン水はタ

ンク に受 けるなどした後、産廃処理される。液面センサ２４によって、ボイラー本体２の

底面 ２ｂ 上に貯留されるドレン水Ｗの液面が上限位置に到達したことが検出された場合、
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コン トロ ーラー２５の制御によってポンプ２２が作動する。すると、ボイラー本体２の底

面２ ｂ上 に貯留されたドレン水Ｗが、連通管２１の第一端２１ａから第二端２１ｂに送ら

れ、 排気 管１３内に吐出される。排気管１３内に吐出されたドレン水Ｗは、排気管１３内

の流 通経 路Ｒを流れる排ガス中で蒸発して排ガスとともに排気管１３を通って、最終的に

大気 に排 出される。ここで、排出口５内の排ガスの流通経路Ｒの断面積は、ボイラー本体

２の 内部 空間Ｓの断面積よりも小さいので、排ガスは排出口５内で流速が高まる。これに

より 、排 出口５内に吐出されたドレン水Ｗは効率良く蒸発する。また、ドレン水Ｗは、流

通経 路Ｒ 内でノズル部２１ｃを通して霧状または液滴状に噴霧される。これによっても、

排出 口５ 内に吐出されたドレン水Ｗは効率良く蒸発する。

【０ ０３ ０】

  上述 した 実施形態の排熱回収ボイラー１は、ボイラー本体２における底面２ｂよりも上

方か つ排 出口５よりも下方の高さ位置に、底面２ｂ上に貯留されたドレン水Ｗを排出する

ドレ ン水 排出口１１を備える。このように構成することで、ボイラー本体２内で生じたド

レン 水Ｗ は、ボイラー本体２の底面２ｂ上に貯留されるとともにドレン水排出口１１より

も下 方の 高さ位置までの範囲内で貯留される。この貯留されたドレン水Ｗは、導入口４か

らボ イラ ー本体２内に導入される排ガスの熱によって蒸発し、排ガスとともに排出口５か

ら排 出さ れる。

  した がっ て、ドレン水Ｗの排熱回収ボイラー１外への排出量を最小限に抑えることがで

きる 。そ のため、排熱回収ボイラー１外に排出するドレン水Ｗの中和処理に手間やコスト

が掛 かる ことを抑制できる。

  ボイ ラー 本体２の底面２ｂ上に貯留されたドレン水Ｗの液面が、ドレン水排出口１１に

まで 達し てしまった場合には、ドレン水排出口１１の位置を越えた分のドレン水Ｗはドレ

ン水 排出 口１１からボイラー本体２外に排出することができる。排出されたドレン水は、

タン クに 受けるなどした後、産廃処理が必要となるが、極少量に抑えることができる。

【０ ０３ １】

  上述 した 実施形態では、連通管２１の第一端２１ａは、ボイラー本体２の外部から底面

２ｂ に接 続されている。連通管２１の第二端２１ｂは、排ガスの流通経路Ｒに接続されて

いる 。連 通管２１には、ポンプ２２が設けられている。そのため、ボイラー本体２の底面

２ｂ 上に 溜まったドレン水Ｗを、ポンプ２２によって連通管２１の第一端２１ａから第二

端２ １ｂ に送り、排ガスの流通経路Ｒ内に吐出することができる。これにより、吐出され

たド レン 水Ｗは、流通経路Ｒ内を流れる排ガス中で蒸発し、排ガスとともに排出口５から

排出 され る。

  した がっ て、ドレン水Ｗの排熱回収ボイラー１外への排出量をさらに有効に抑え、排熱

回収 ボイ ラー１外に排出するドレン水Ｗの中和処理に手間やコストが掛かることを抑制で

きる 。

【０ ０３ ２】

  上述 した 実施形態では、液面センサ２４でドレン水Ｗの液面の位置が予め定められた上

限位 置に 到達したことを検出した場合、コントローラー２５は、ポンプ２２を作動させて

ドレ ン水 Ｗを排ガスの流通経路Ｒ内に吐出させる。これにより、ドレン水Ｗがボイラー本

体２ 内に 過度に溜まることを抑制できるとともに、ドレン水Ｗがドレン水排出口１１から

排出 され ることを抑制できる。

【０ ０３ ３】

  上述 した 実施形態では、排熱回収ボイラー１は、連通管２１の第二端２１ｂが、排気管

１３ に接 続されている。このように構成することで、ボイラー本体２の底面２ｂ上に溜ま

った ドレ ン水Ｗは、連通管２１を通して排気管１３内の流通経路Ｒに吐出される。これに

より 、吐 出されたドレン水Ｗは、蒸発し、排ガスとともに排出される。

  した がっ て、ドレン水Ｗの排熱回収ボイラー１外への排出量をさらに有効に抑え、排熱

回収 ボイ ラー１外に排出するドレン水Ｗの中和処理に手間やコストが掛かることを抑制で

きる 。

【０ ０３ ４】
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  上述 した 実施形態では、連通管２１の第二端２１ｂに、ドレン水Ｗを吐出する孔を複数

有し たノ ズル部２１ｃが設けられている。このように構成することで、ドレン水Ｗは、ノ

ズル 部２ １ｃを通して連通管２１の第二端２１ｂから排ガスの流通経路Ｒ内に吐出される

。こ れに より、吐出されたドレン水Ｗは、流通経路Ｒ内を流れる排ガスと接触する表面積

が大 きく なり、効率良く蒸発する。

  した がっ て、ドレン水Ｗの排熱回収ボイラー１外への排出量をさらに有効に抑え、排熱

回収 ボイ ラー１外に排出するドレン水Ｗの中和処理に手間やコストが掛かることを抑制で

きる 。

【０ ０３ ５】

（そ の他 の変形例）

  なお 、こ の発明は、上述した実施形態に限定されるものではなく、この発明の趣旨を逸

脱し ない 範囲において、上述した実施形態に種々の変更を加えたものを含む。すなわち、

実施 形態 で挙げた具体的な形状や構成等は一例にすぎず、適宜変更が可能である。

  例え ば、 排熱回収ボイラー１は、ドレン水排出口１１と、連通管２１、ポンプ２２、お

よび 液面 センサ２４との双方を備えるようにしたが、これに限らない。

  例え ば、 図２に示すように、連通管２１、ポンプ２２、および液面センサ２４を省略し

、ド レン 水排出口１１のみを備えてもよい。

  また 、例 えば、図３に示すように、ドレン水排出口１１を省略し、連通管２１、ポンプ

２２ 、お よび液面センサ２４のみを備えてもよい。

【０ ０３ ６】

  さら に、 図４に示す変形例のように、ボイラー本体２の底面２ｂ上に、貯留されるドレ

ン水 Ｗの 液面よりも上方に突出する凸部４０を設けるようにしてもよい。このような構成

によ れば 、ボイラー本体２内を流れる排ガスによって凸部４０が加熱され、その熱がドレ

ン水 Ｗに 伝達されることで、ドレン水Ｗの蒸発が促進される。

【符 号の 説明】

【０ ０３ ７】

１   排 熱回 収ボイラー

２   ボ イラ ー本体

２ｂ   底面

２ｓ   側面

３   熱 交換 器

３Ｈ   高温 側熱交換器

３Ｌ   低温 側熱交換器

３ｐ   伝熱 管

４   導 入口

５   排 出口

１１   ドレ ン水排出口

１１ ｐ   ド レン水排出管

１２   Ｕシ ール部

１３   排気 管

２１   連通 管

２１ ａ   第 一端

２１ ｂ   第 二端

２１ ｃ   ノ ズル部

２２   ポン プ

２３   開閉 弁

２４   液面 センサ

２５   コン トローラー

３０   排水 管

３１   開閉 弁
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４０   凸部

Ｒ   流 通経 路

Ｓ   内 部空 間

Ｗ   ド レン 水

１２ ｗ   流 体

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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